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は し が き

　本書は，2013年に刊行された一橋大学経済学部編『教養として
の経済学：生き抜く力を培うために』を全面的に改訂したものであ
る。インターネットの普及，所得格差の拡大，高齢化・人口減少な
ど日本を取り巻く経済・社会の環境は 2013年当時とは大きく変
わった。経済学の分析手法にも変化がある。原因と結果を区別した
因果推論の手法と医療経済や開発経済などの分野への応用，人々の
期待に働きかける金融政策を説明するマクロ経済学の発展，人間の
不合理性を許容した行動経済学などである。本書では，一橋大学経
済学部・経済学研究科の教員が日本の政策課題や経済学のアプロー
チについて高校生を含めて経済学を学んだことがない読者にもでき
るだけわかりやすく解説している。経済学研究科・経済学部の知見
を集約できたと自負している。彼らは経済学の最先端の研究を行い，
海外のトップクラスの雑誌から論文を出す研究者である。確かな学
術的な裏付けがあることが本書の特徴と言える。
　経済学は難しい，抽象的で現実的ではないという印象を持つ読者
もいるかもしれない。しかし，難しいのは経済学ではなく，グロー
バル化や技術の進歩で複雑化する現実の経済の方と言える。経済学
は理論（ロジック）と実証（エビデンス）でもって，現実の経済とそ
の課題の解明・解決に努める学問なのである。経済学が最終的に目
指すものは何か？　個人的にはそれは「希望」だと思っている。本
書のサブタイトルは「より良い未来を選択するために」である。こ
こで言う「未来」とは読者自身の未来であり，日本や世界の未来で
もある。ネットでは情報が氾濫している。しかし，情報があれば正
しい「選択」ができるわけではない。現在のような先行きの見えな
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い時代だからこそ，経済学は「より良い」選択のための一助になろ
う。より良い選択の先にこそ確かな希望があるものと考える。

　『教養としての経済学』の改訂は一橋大学副学長の大月康弘教授
の発案による。編集作業は経済学研究科の各部門から教員 1名ずつ，
私を含めて 12名からなる編集委員会で行った。無論，経済学を専
門とする教員だけの力で本書が完成したわけではない。本書の企画
から校了に至るまで有斐閣の渡部一樹氏にご尽力いただいた。また，
初稿に対しては本学森有礼高等教育国際流動化機構全学共通教育セ
ンターの南裕子准教授，本学学部生の大澤拓真さん，朱若佳さん，
大学院生の沼野明香さん，染矢匠実さんから丁寧なコメントをいた
だき，改訂に反映できた。この場を借りて御礼申し上げたい。

2025年 9月

『新・教養としての経済学』編集委員会委員長
一橋大学経済学研究科教授
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本書のウェブサポートページ

　本書では紙幅の関係から掲載できなかった参考文献および補論を，有
斐閣のウェブサイトで公開しています。下記の URLまたは二次元コー
ドからアクセスのうえご覧ください。
　なお，本文中の参考文献は「Yokoyama and Kodama, 2016」のように，
著者名と刊行年のみを記す形式で表記しています。

　https://www.yuhikaku.co.jp/books/detail/9784641166516
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序章　経済学を学ぼう

1 　経済学とは何か？

　人口減少や社会の高齢化，経済成長の低迷をはじめ日本は多くの
課題に直面している。いずれも難しく，解決は簡単ではない。世界
に目を転じれば，地球温暖化によると考えられる異常気象や先進国
と途上国の間での経済格差の拡大に加え，ロシアのウクライナ侵略
や米中の対立に始まる世界の分断と軍事的な緊張が深まっている。
第二次世界大戦後，世界がアメリカと旧ソ連（現ロシア）の陣営に
分かれて敵対していた冷戦が終結した 1990年以降，世界はグロー
バル化と自由な経済を謳

おう

歌
か

してきた。
　しかし，コロナ禍を経て，そうした状況は一変しつつある。日本
も世界も将来の見通しは定かでなく，そのことが人々の不安を増幅
させている。また，インターネットの普及を含めて経済・社会のデ
ジタル化は人々の生活を便利にし，新たなビジネスの機会を広げる
一方，ネット上では根拠を欠く過激な主張が拡散する。物事をじっ
くりと考えるというよりは直感的・衝動的な意見が増えてきたよう
にも思われる。ややもすれば「耳当たりのよい」あるいは「わかり
やすい」説明が支持されやすいが，それらが正しいとは限らない。
先行きが不確実であり，問題が複雑であればこそ，本来はもっと冷
静な評価と議論があってしかるべきだろう。本書で紹介する経済学
はそのための論理的な思考力を提供する。
　経済学とは端的に言えば，エビデンス（証拠）とロジック（理論）
に基づいて社会・経済のさまざまな問題を分析して解決に導くため
の学問である。ここで言うエビデンスとは自分はこうだったという
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経験やこうであるに違いないという思い込みに代えてデータの形で
数値化され客観性を担保した物事の裏付けを指す。こうあってほし
いという願望や「風が吹けば桶屋が儲かる」的な議論の飛躍ではな
く，原因と結果を順序立てて説明して全体的に一貫性のある「因果
関係」という形で物事を説明するのがロジックである。
　例えばコロナ禍において政府は 2020年にすべての国民に一律 10

万円を給付していた。収入が増えれば，その分，消費も増えて（経
済活動の自粛で低迷した）経済の活性化につながるに違いないという
予想があった。エビデンスはどうだろうか。2020年の家計の消費
は減少して，むしろ貯蓄が増加していた。つまり，給付がそのまま
貯蓄に回った格好だ。
　その理由＝ロジックは何か。その 1つにはコロナ禍の影響は家計
の間でも違っていたことがある。正規雇用で収入が安定していた家
計は「困っていない」から給付をもらっても消費に充てる理由がな
い。対照的に非正規雇用や自営業は収入が大きく落ち込んでいた。
彼らが困った家計であり，本来，支えるべき対象だったのである。
この 10万円一律給付は政治的には支持を集めたが，経済的な結果
は期待通りになっていない。消費の喚起のような経済的な効果を着
実に上げるには，その政策がエビデンスとロジックに正しく基づい
たものでなければならない。
　ちなみにアメリカにおいてもコロナ禍中に家計への給付が行われ
ていた。その際，給付が家計の消費行動に与えた影響を分析してい
る。その結果，効果が乏しくなる（給付の多くが貯蓄になる）世帯の
収入を割り出し，その後の給付では，その収入額を上限として給付
の対象を絞っていた。エビデンスに応じて政策を見直した事例にあ
たる。こうした「証拠に基づく政策形成」（Evidence Based Policy 

Making：EBPM）の重要性が近年，認識され始めている。
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2 　経済学で考える

　本節では身近な話題を取り上げて経済学の基本的な考え方をいく
つか紹介したい。経済学は「ただ飯（フリーランチ）」はなく，何事
にもコストが伴うことを強調する。昨今，子どもの医療費や高校教
育，学校給食の「無償化」が国や地方自治体によって進められてい
る。無償化といっても病院への診療報酬や高校の先生への給与，学
校の管理維持費，給食の食材費がゼロになるわけではない。患者や
生徒の保護者の支払いがなくなるだけで，その分，国や自治体が費
用を負担することになる。国・自治体の財源は国民からの税金だ。
よって無償化の結果，コストの負担は利用者から国民全体にシフト
する。
　そのコストは費用として予算などに計上されないという意味で見
えないかもしれない。こうしたコストを「機会費用」と言うが，何
かを選ぶことは他の選択肢から得たであろう利益を諦めたことに等
しい。
　一橋大学はキャンパスの中に球技のためのグラウンドを持ってい
る。自分たちの土地だから地代のような支払いが生じるわけではな
い。しかし，仮にグラウンドを他に貸し出していたら，あるいは，
いっそのこと売却していたらあったはずの収入を逸したことになる
（一橋大学のある国立市には高級住宅も多い）。この逸失利益こそ大学が
グラウンドを保有する機会費用にあたる。無論，教育目的に照らし
て，そのような選択はしないにせよだ。仮に土地が無限にあって，
住宅などの建設場所に困らないなら，グラウンドとして土地を持っ
ているからといって，気にすることはない。現実には土地を含めて
資源には限りがある。人材や資金，地球環境なども同様だ。ある分
野 Aに人材や資源を使うことは他の分野 Bでの活用の余地を狭め
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てしまう。もし，分野 Bの方が Aよりも経済の成長や賃金の上昇
への貢献が大きいならば，その利益が失われてしまっている。つま
り機会費用が生じていることになる。
　なお，「ただ飯（フリーランチ）がない」のも資源に制約があるか
らだ。あるサービスを無料化して，そこに税金を使うならば，他の
サービスの提供が滞りかねない。あるいは無料化した分を国や自治
体が借金で賄うならば，借金を返済する将来の納税者の負担になっ
てしまう。結局，どこかで「つじつま合わせ」を強いられることに
なる。他方，飲食料品など市場経済で取引される財やサービスにつ
いては価格を通じて限られた資源の配分が決まる。経済学はこうし
た（人材・資金を含めた）資源制約を重要視する。
　さらに言えば，何もしてなくても機会費用は免れない。それは非
常時になって明らかになるかもしれない。日本ではコロナ禍以前，
オンライン診療（スマホやタブレット端末などを通じて医師と患者が遠
距離で診察・診断をすること）が普及していなかった。直接会って診
察しなければ誤診のリスクがある，患者の個人情報が外部に流出す
るかもしれないといった懸念があったからだ。しかし，何もしない
（＝オンライン診療を普及させない）まま，コロナ禍に入った結果，医
療機関での感染の懸念もあって受診できない患者が増えるという問
題（コスト）が生じた。
　オンライン診療に限らず，何か新しい改革をするとき，それに伴
う問題点が声高に強調されることが多い。しかし，何もしないでそ
のままにしておくことにも，見えないコストがかかっている。経済
学者のジョン・メイナード・ケインズは「危険なのは既得権益より
も思想である」と述べている。医療を含めて改革の妨げになるのは
利害関係者などの既得権益であるとされるが，さらなる障害は現行
のままでも何も問題はない，何とかなるという思想（思い込み）な
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のかもしれない。
　次に経済学が重んじるのは個人の「インセンティブ（誘因）」だ。
例えば，政府が所得格差の是正のために利益を多く稼いでいる大企
業や高所得者を対象に増税を行ったとしよう。一見すれば公平に
適
かな

った政策に思われるかもしれない。しかし，増税に対して大企業
や高所得者はどのように反応するだろうか。日本での税金の支払い
を免れるために大企業であれば海外に生産活動の拠点を移す可能性
がある。高所得者の海外への移住も増えるかもしれない。これがイ
ンセンティブだ。
　余談になるが，中世ヨーロッパでは政府が窓に対して課税してい
たという。窓は外から確認できるし，窓の多い家はそれなりの富が
あると考えられたからだ。しかし，人々は窓を小さくしたり，塞い
だりして税金を免れようとしたという。中国の格言に「上に政策あ
り，下に対策あり」がある。「下の対策」がまさにインセンティブ
にあたる。このインセンティブを無視した政策は思いがけない副作
用をもたらしかねない。
　大企業への課税に話を戻せば，企業が海外に流出して困るのは，
国内の工場が閉鎖されたり，縮小したりして雇用が減る労働者だろ
う。大企業への課税のしわ寄せが，本来，格差是正で政府が助けよ
うとていたはずの労働者に及ぶリスクがある。
　こうしたインセンティブは理論（ロジック）として個人や企業の
選択・行動の「方向感」を与えている。しかし，その「程度」はど
うだろうか。増税して企業の国内での経済活動が縮小するとしても，
その程度が小さければ，税収を増やして格差是正に充てるメリット
の方が大きいかもしれない。逆に反応の程度が大きければ，課税に
は慎重を期すべきということになろう。
　経済学ではしばしば「弾力性」という指標を用いて，人々の行動
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がどれだけ変化するか（インセンティブの程度）を測っている。一般
に弾力性は理論的に考えられるインセンティブが実際に機能してい
るかどうかを示すエビデンスとなる。データを生のエビデンスとす
れば，そこから弾力性など何らかの体系的な結果を導き出してエビ
デンスとして明らかにする研究手法は実証分析と呼ばれる。
　例えば，労働供給の弾力性であれば労働者の手取りの賃金が 1％
上昇したときの（働く意欲にあたる）労働時間や労働参加（新たに働
き始める人がどれだけ増えるか）の変化率である。実際の労働時間や
労働者が受け取る賃金のデータから弾力性は推計される。関連して
「106万円の壁」，あるいは「130万円の壁」と言われるが，主婦な
どのパート労働者が（雇用主の規模に応じて）年収 106万円ないし
130万円を超えて働くと新たに社会保険料の支払義務が発生して，
かえって（保険料や税金を払った後の）手取り収入が減ることが知ら
れている。そのため，これらの年収以下にとどまるよう労働時間を
調整するインセンティブが働いてしまう。実際のところ，働く意欲
がどの程度，損なわれているかは労働供給の弾力性の大きさによっ
て決まる。

3 　本書の構成

　本節ではこの本の構成について説明する。本書は 7つの部に分か
れている。本書の第Ⅰ部では最初に日本経済・世界経済をめぐる最
近の話題を取り上げる。その 1つが医療である。社会の高齢化に伴
い医療費が年々増加してきた。日本では医療費は国民からの社会保
険料や税金でもって賄われている。高齢者が増えれば医療へのニー
ズが高まることは当然としても，野放図な増加は国民の負担を増や
しかねない。これを避けるには医療を賢く，無駄のないという意味
で効率的に提供する必要がある。経済安全保障の重要性も増してい
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る。1990年代から続いたグローバル化，自由貿易を通じた経済活
動の国際的な統合から反グローバル化，すなわち経済の分断へと状
況が大きく変わりつつある。本来は自由貿易が望ましいとしても，
日本経済も新たな現実への対応が求められるところだ。
　その日本経済は長らく低迷を続けてきた。その原因の 1つには画
期的なイノベーションがあまり起きなかったことがある。そのイノ
ベーションを担うのが新しい企業（スタートアップ）だ。無論，起業
するにも事業に失敗したらどうするかなど多くのリスクがある。そ
のリスクを乗り越えて起業という挑戦を促すことが経済を活性化さ
せる一助となろう。
　他方，経済の発展は二酸化炭素の排出による地球温暖化など多く
の環境問題を引き起こしかねない。第Ⅱ部では環境問題を取り上げ
る。前述の通り経済学は資源の制約を重んじる。綺麗な水や空気な
ど環境も貴重な資源であり，これをなくしては経済活動も持続可能
にならない。よって経済と環境は相対立するものではなく調和させ
るべきものということになる。環境経済学はそのための有効な取り
組みを与えている。
　繰り返すが経済学はエビデンスとロジックの学問だ。エビデンス
（証拠）に基づいた政策の提言を目指している。第Ⅲ部はデータ分
析の手法を紹介する。一般に正しくエビデンスを得ることは簡単で
はない。例えば，ある学校でデジタル技術を教育に活用したところ
生徒の成績が上がったとしよう。しかし，これをデジタル教育の成
果と断定してよいのだろうか。先生の指導や生徒のやる気など他の
要因に左右される面も少なくない。デジタル教育を原因として成績
が改善したという結果に結びつける，つまり因果関係を認めるには
もう一工夫が必要だ。
　その 1つがデジタル教育を受けなかった生徒との比較である。た
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だし，デジタル教育を受けた生徒のグループと受けなかった生徒の
グループの間でもともと学力などに大きな違いがあったら意味がな
い。デジタル教育以外の特徴が似通った比較対象を見つけることが
ポイントになる。条件が同じであれば，デジタル教育を実施する前
と後で，両グループ間の成績の変化にどれだけ差が出たかが，デジ
タル教育の効果となる。教育に限らず，政策の効果を知るにはその
政策が実施される前後と政策の影響がなかった集団との比較が求め
られる。第Ⅲ部では個人の健康への取り組みや途上国への支援など
を例に「ランダム化比較試験」（RCT）を含む政策の因果関係を検
証する手法を紹介する。
　ロジック（理論）はどうか。経済学の理論としてはミクロ経済学
とマクロ経済学がある。第Ⅳ部で取り上げるミクロ経済学とはその
名の通り，消費者や企業といった経済活動の単位の意思決定と，そ
の結果として導かれる市場の需要と供給，および両者が等しくなる
市場均衡に着目する。仮に市場が理想的に機能していれば，市場均
衡は効率的な資源配分（財・サービスの提供）を実現することが知ら
れている。ただし，一部の企業が市場を独占するなど競争性が損な
われていたり，市場での取引に参加する当事者（消費者や企業）以
外がその取引から影響（「外部性」という）を被ったりしていれば，
均衡は効率的にならない。地球環境問題のほか，工場から排出する
汚水が地域住民に健康被害を及ぼす環境問題などは外部性の例にあ
たる。
　マクロ経済学に関する章が第Ⅴ部である。マクロ経済学は一国全
体の経済成長や景気の変動に着目する。日本銀行の金融政策の効果
もマクロ経済学によって分析される。日本銀行は 2010年代にデフ
レ（物価の低迷）からの脱却を図るべく「異次元の金融緩和」を
行っていた。そこで重視されるのが人々の将来への期待（見通し）
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である。仮に金融緩和が今後も続いていくと人々が期待すれば，市
場での低金利が定着する。低金利は投資や住宅購入などを促して今
後，物価を高めるだろう。これがインフレ期待になって脱デフレに
つながるというわけだ。ただし，実際にその通りになったかどうか
は議論の余地がありそうだ。
　第Ⅵ部は「歴史の中の経済社会」と題する。「愚者は経験に学び，
賢者は歴史に学ぶ」という。歴史を知ることは現在の経済・社会の
状況を理解するのに有用だ。昨今の国家間の緊張や経済の分断（反
グローバル化）は 1930年代の世界を想起させるという。各国が自国
利益を優先して経済をブロック化させたり，他国に侵略を行ったり
した末が第二次世界大戦であり，日本を含めて多くの人命が失われ
た。そこから学ぶべき教訓があるはずだろう。本書では中世ヨー
ロッパの歴史などを振り返りながら，現在に光を当てる。今日，当
たり前に思われている「余暇」は経済が工業化した産物であること
もわかる。逆に現在の分析手法でもって歴史をさらに深く理解する
こともある。経済史においても古文書などからデータをとった数量
的な分析も可能になってきた。例えば，労働・土地・資本を投入物
として江戸時代の農業生産関数を導いたりできる。
　最後の第Ⅶ部では経済学の分析手法として数学と統計学の役割に
ついて述べたい。経済学では数学や統計学を多用する。ゆえに文系
というより理系に近い学問とも思われている（実際，経済学部の学生
にはもともと理系を希望していた学生が少なくない）。数学を使うことで
分析の客観性が担保される。同じ数式ならば誰が解いても変わらな
いし，議論のすり替えや相手を煙に巻くような論法は避けられる。
観察されたエビデンス，先の例で言えば，デジタル教育が生徒の成
績に与えた効果が（単なる偶然ではなく）確実なものかどうかを評価
するには統計学の手法を使う。近年ではコンピュータ技術の発展を
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背景に購買データなどデータ容量の大きいビッグデータに対して機
械学習を取り入れる手法も登場してきた。高度な統計の知識を使っ
てリスクを上手にコントロールする金融技術も生まれている。統計
学も日々進歩している。読者には基本的な統計の知識はもちろんの
こと，最新の分析手法についても学んでほしい。

4 　「温かい心と冷静な頭脳」

　経済学を学ぶと世の中の見方が一変すると言っても過言ではない。
人間の思考は自分の経験や直感あるいは偏見に頼りがちだ。経験が
悪いわけではないが，それだけでは知識にはならない。経済学は物
事を正しく理解するための一助になろう。これまでの説明に加えて，
もう 1つ，経済学のメリットを挙げたい。経済学の論理的思考によ
る将来を見据えた議論である。地球温暖化への取り組み，例えば電
気やガソリンといったエネルギー消費の抑制は私たちの今の生活に
一定の不便を与えるかもしれない。しかし，何もしないまま環境が
悪化すれば，将来に取り返しのつかない禍根を残すだろう。今のま
までも何とかなるだろうというのは希望的な観測であり，ご都合主
義にすぎない。経済学の言う「合理性」とは，現在利用可能な情報
（エビデンス）を最大限活用して，将来を見据えた論理的な判断を行
うことを言う。自分たちにとって都合のよい情報を切り取ったり，
近視眼的に目先の損得を考えたりすることではない。
　19世紀のイギリスの経済学者アルフレッド・マーシャルは「温
かい心と冷静な頭脳」の重要性を唱えた。「温かい心」が情熱や道
徳心とすれば，「冷静な頭脳」にあたるのが合理的な分析だろう。
財政や地球環境だけではない。冒頭で挙げたように人口減少や経済
成長の低迷，所得格差など世の中は経済的な問題であふれている。
経済学はこれらの問題に取り組む上でも効果的なツールとなるだろ
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う。世の中のことを深く考えられるようになるだけではない。社会
の「空気」に流されるのではなく，自律的に物事を判断できるよう
にもなる。例えば，消費税を含む税金の増税や社会保障の見直し，
労働市場の改革などをめぐっては賛否が分かれるところだ。もちろ
ん，最終的な意見は人によって異なってよい。しかし，「冷静な頭
脳」に基づいた結果であることが望ましい。世界の不確実性が増す
なか，経済学は自らが賢く生き抜く助けにもなる。また，経済のデ
ジタル化が進み，企業間の取引や金融テクノロジーなど経済の構造
が複雑さを増すなか，膨大なデータを正しく読み解き，俯

ふ

瞰
かん

的な解
釈のできる人材も求められている。経済学は数学や統計学を多く用
いることから難しいという印象もあるかもしれない。理論は抽象的
と思われやすい。しかし前述の通り，数学を使うことでロジックの
客観性が担保される。抽象的であるがゆえに特定の国や時代背景に
縛られず，分析の汎用性が幅広い。世の中のことを知りたいという
好奇心と問題意識があれば大丈夫。だから経済学を学ぼう。

［佐藤主光］
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